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日本における女性労働の現状と課題

屋嘉比　ふみ子

　みなさん、こんにちは。ペイ・エクイティ・コンサルティング・オフィ
ス（PECO）の屋嘉比といいます。私は、今ご紹介いただきましたように
関西に40年近く住んでいました。30年以上ずっと労働運動や女性の人権運
動を続けてきたわけですが、PECOを2008年に立ち上げたことから、ペイ・
エクイティ運動は是非国会に近いところでやりたいと思い、今年の春に東
京に転居いたしました。東京は情報もすごく多くて、国会に近いというの
は本当に大変なことで、国会議員へのロビー活動もさかんに行っていると
ころです。
　今日は、「日本における女性労働の現状と課題」というテーマでお話し
させていただきますけれども、貧困問題はこの２、３年、男性が貧困に陥っ
たということで社会問題化しています。しかし、貧困問題というのはそも
そも女性の問題であったということを振り返りながら、では私たちはどう
いう対策を取り、どのような展望を持って運動していけばよいのかという
ことをみなさんと一緒に議論できればと思っています。レジュメに沿って
お話をいたします。

１　女性の貧困の歴史的・構造的仕組み

　まず日本の状況ですけれども、1985年が一つの山場であったと考えてよ
いと思います。この年に二つの法律、そして一つの制度が制定されていま
す。一つは男女雇用機会均等法ですが、これは国連の女性差別撤廃条約を
批准するにあたって、多数の女性たちの「真の男女平等法を」という声を
無視してつくられた法律です。通称『ザル法』と呼ばれています。この男
女雇用機会均等法によって、男性並みの労働ができるごく少数の女性、こ
の「男性並みの労働ができる」というのは、能力があるということではあ
りません。要するに家庭に妻という性役割を担ってくれる人（シングル女
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性であれば親等）がいて、長時間労働でも転勤でも残業でも何でもできる
という、そういう働き方ができる少数の女性のことです。子どもがいたり
介護が必要な親がいたりする大多数の女性は、企業が求める男性並みの働
き方はできないし、あえてやりません。結果的に均等法によって女性が二
つに分けられ、男女別コース別制度が大企業を中心に一気に導入されて、
間接差別が合法化しました。
　二つ目に、今現在非常に社会問題化している派遣という働き方ですが、
労働者派遣法（以下派遣法）が制定されたのが1985年で、均等法と同じ年
です。この派遣法というのは、後でまた少し触れますけれども、女性労働
政策として制定された法律で、女性の間接雇用を合法化しました。当初専
門職13業務だったのが、1996年には26業務に拡大しています。これは企業
が利益を生むおいしい働かせ方として、さらに業務を広げたということに
なります。高梨昌という信州大学の元教授が派遣法の生みの親と言われて
いますけれども、彼が提唱した「女性のニーズがある」、「均等法から漏れ
た女性を救う」といううたい文句で制定したということです。
　そしてもう一つが年金第３号被保険者新制度です。これは厚生年金加入
の夫に扶養される専業主婦の優遇政策ということで、みなさんご存知のよ
うに年収130万円未満の専業主婦は年金保険料や健康保険料が免除される、
また103万円の壁（配偶者控除と家族手当）というかたちで、専業主婦を
優遇する制度が発足しました。
　このベースとなったものが、50年代からすでに存在していた主婦パート
です。当時は補助労働としての位置づけしかなかった主婦パートは年々増
大していましたが、70年代以降は公務労働現場における臨時職員、非常勤、
契約社員など、当時から大量の女性が非正規労働者として働いていました。
そういうベースの下に家庭基盤充実政策が打ち出され、「男性正規社員い
わゆる企業戦士」を支える妻を評価するという目的で、第３号被保険者制
度がセットで導入されたわけですが、そのために、家計補助としての低賃
金の主婦パートが一気に増大します。この家庭基盤充実政策によって男女
が対で生きることが奨励され、そこからはみ出た、カップルではなくひと
りで生きている女性たち、あるいはシングルマザーの貧困というものは、



屋嘉比　ふみ子 49

まったく顧みられることはなく、貧困の連鎖が続いています。
　80年代の後半に、ナショナルセンターが総評から連合へ変わりましたが、
ここから労使協調路線が定着して、企業寄りの闘わない労働組合が当たり
前のようにはびこっていったと言っていいと思います。
　派遣法が2003年に改正されて製造業へ拡大したために、2004年以降、男
性の派遣社員が増大し、ようやく非正規問題が浮上しました。そして昨年
秋から、みなさんもご存じのように製造業を中心に男性派遣労働者が大量
に解雇されたことで、派遣という働き方が社会的に非常に大きな問題に
なったわけです。しかし後でも言いますが、派遣労働者の大半が女性の時
代は、労働運動の内部でも派遣の問題についてきちんとした取り組みは
まったくありませんでした。
　私は、1987年に当時の運動仲間と一緒におんな労働組合（関西）を立ち
上げました。85年に派遣法が制定されて、86年に施行されたという時代に、
闘わない労働組合、男性主導で本工主義の労働組合は女性労働についての
議論すらしないという状況でした。私たちは自分たちで労働運動を取り戻
そうという目的で、おんな労働組合（関西）として活動をはじめました。
日本で初めての女性ユニオンです。その後全国に女性ユニオンが結成され
て全国ネットとして活動しています。おんな労組では、結成した87年当時
から派遣の問題については随分議論を重ね、反対闘争もやったわけですが、
結果は今に至っています。そして、貧困が社会問題化した今でも女性の派
遣やパートは、「自ら選んだ」と捨て置かれています。
　その理由は、差別を温存する本工主義の労働運動にあったと思っていま
す。女性の貧困、失業、低賃金は当たり前の現象、つまり女は男に扶養さ
れてしかるべし、男と対等に労働に従事するという労働権は認めないとい
う、性別役割分業と家父長制度を、やはり労働運動そのものが黙認してき
たという実態があります。ジェンダーの視点に立たない運動論、これを私
はずっと批判してきましたが、そのような運動論の中では、女性労働問題
の解決を具体化することはできなかったのです。
　根強い男性優位の発想というのは、今でも払拭されてはいません。基本
的人権である女性の労働権は無視されていますし、シングル単位で生きる
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ということがいまだに認められていません。同一価値労働であっても、差
別賃金が続いています。そして、女性だけに求められる無償労働、これは
介護の現場が如実に現していますけれど、典型的な女性職としての低賃金
や労働条件の悪さが改善されず、それが差別の温床になっていると思いま
す。
　次に、日本の非正規労働の実態と政府の法的施策について述べますが、
今現在2009年の数値はまだちょっとわからないので、2007年の数値ですが、
非正規労働者数は1,732万人（33.5％）です。女性労働者の53.6％（1,194万
人）が非正規で、非正規全体の約69％です。図１と２を参考にして下さい。
2008年の有期契約労働者の性別割合は、男性は33.2％で女性は66.8％です。

出所）総務省；労働力調査（2007年）

図１　男女別正規・非正規数及び非正規（人数と率）

出所）総務省；労働力調査（2008年）

図２　女性の正規・非正規数及び非正規率
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　51ページに「登録型派遣労働者の推移」、これは事務用機器操作のみで
すが、86年から99年までの人数と対前年増減比の数値を出しています。古
い資料だと考えられるかもしれませんが、敢えてここで申し上げたいのは、
派遣という働かせ方がいかに女性労働者対策だったかということです。86
年というのは、労働者派遣法が施行された年です。その年には、事務用機
器操作の登録型派遣労働者は10,380人いました。次の年には77.8％も増え
ています。そして91年までずっと増え続けるのですが、91年にバブルが崩
壊します。その結果、一時期女性の派遣は減少します。この時のバブル崩
壊に対して企業は、中高年の男性のリストラで対応しました。リストラ後
の必要人員の補充は、正社員ではなくて、派遣社員に切り替えられていく
という経過があるわけです。今現在派遣労働がすごく問題になっています
が、24年前に制定された派遣法が、いかに女性労働を安く買い叩いてきた
か、あるいはいつでも切れる周辺労働者として扱ってきたか、そして間接
雇用という理不尽な雇用を法律で定めてしまったことに非常に大きな問題
があるのだということを、やはり振り返ってきちんと認識しておかなけれ
ばいけないと私は思います。現在の男性も含む派遣労働の矛盾は、女性労
働者をいつでも首切り可能な安上がり労働として利用してきた結果である
ことが理解できます。
　さらに1985年から2009年までの法律の改正等々の年表を出しています。
85年に二つの法律と一つの制度が発足しましたが、この時に労働基準法も
改正されて、保護抜き平等が法制化されているわけです。また88年、97年、
03年にも労基法が改正されていますが、労働に関する法律の歴史を見てい
きますと、本当に女性労働対策と言ってもいいぐらいに法律がどんどん改
悪されていく中で、女性労働が非人間的な有期の非正規として増大させら
れ、あるいは、低賃金を貼り付けられる、そういう社会現象を敢えて意図
的につくってきた企業社会であったということがよくわかると思います。
この四半世紀の間に女性労働が安く買い叩かれ、さらに法律を制定し合法
化したという非常に犯罪的な社会であったと言っていいと思います。
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２　派遣労働問題＝女性労働問題

　私は、男性の派遣労働者が「食うや食わずだ」というような意見を言う
と本当に腹が立ちます。女性たちはずっと貧困だったし、「レンタル商品」
扱いもされ、あるいは賃金がどんどんダンピングされてきた。そして派遣
であることで、セクハラやパワハラが日常茶飯事に行われてきた。あるい
は、福利厚生差別や社会保険の不加入や、安全衛生と労災補償の分離、ま
た組合活動からも排除されてきたのです。ある派遣の女性労働者は「派遣
法は労働者を分断する団結禁止法だ」と言っています。日雇い派遣におい
ては職場を転々とする孤独等、まったく展望が持てない働き方が定着し、

「働いても生きていけない」という実態は、女性はずっとそうであったと
いうことを敢えて言いたいです。女性の労働についてもっと早くから労働
組合自身がきちんとした対応をすべきだったんだと思っています。
　97年の労働省の調査では、派遣の88.6％が女性労働者で、この年の26業
務の女性の割合は、主要なものでは、事務機器操作（95.9％）、ファイリ
ング（99.0％）、財務処理（100％）という割合になっています。性別職務
分離は明白で、派遣労働の賃金が年々ダンピングされてきた理由が見えて
くると思います。ジェンダーの視点に立った施策がなければ、労働条件の
劣化が男性にも大きな影響を及ぼすことは、今日ようやくみんなが気づき
始めました。しかし、今でもジェンダーの視点に立った運動論は、ほとん
ど見えてこないのです。全国的な「反貧困の運動」でも、やはり男の派遣
問題ばかりに集中していると言わざるをえません。
　51ページの年表を見ますと、95年に日経連の「新時代の『日本的経営』」
というのが打ち出されました。これを日経連が発表するにあたって、政府
は規制緩和推進５カ年計画を同じ年に閣議決定しています。この中で、労
働時間の規制緩和と女子保護規定の撤廃、それから労働者派遣の対象業務
のネガティブリスト化が打ち出されているわけです。労働者派遣法を85年
に制定し、10年後には、ますます女性労働を安上がりの労働力として活用
する方向に、財界と政府は一体化して進めてきたと言っていいと思います。
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３　非正規女性の実態

　非正規女性の実態では、女性のパート労働者の問題がありますが、「正
社員とほとんど同じ仕事をするパートがいる」事業所は51.9％で、2001年
から2006年までの５年間で10％増加しています。また、会社や仕事に対す
る不満の中で、「賃金の安さ」が61.8％と最も多いわけです。
　みなさんご存知のように改正パート労働法は非常に不十分な内容で、差
別禁止の対象者は３つの条件（正社員と①職務内容、②転勤や残業の有無、
が同じ、③有期契約でない）をクリアしなければいけないので、対象者は
ほとんどいないと言ってもいいくらいです。なぜならば、パート労働の
80％以上が有期雇用なのです。有期雇用がいつできたかというと、年表を
もう一度見ていただきますと、93年にパート労働法が制定されます。パー
ト労働法では、その目的の中でパートの戦力化ということがうたわれてい
ます。つまりパートはもはや補助労働ではなく「戦力」として活用すべき
だという考えです。パート労働者は、もちろん50年代から多数いたわけで
すけれど、有期ではありませんでした。ずっと契約が繰り返されて、長期
に働くことができました。しかし、このパート労働法によって、「期限の
ある・なし」が規定され、パート労働が有期雇用に切り替えられていった
のです。短期雇用で次から次に人を替えることができるように法律で制定
したわけです。今現在のパート労働法も、均等待遇の対象が有期契約でな
いパート労働者だけという条件であれば、ほとんどが有期であるため、差
別禁止の対象者はほんとうにごく僅かになってしまいます。
　また、「正社員への転換実績のある事業所」は41％（2007年）ですが、
正社員に転換した実数は不明ということです。３年間で100万人のフリー
ターの若者を正規化する戦略もありますが、フリーターという概念の中に
は既婚女性は含まないわけですね。これも非常に問題であると思います。
　さらに、25～44歳の女性20万人の雇用を新たに創出するという、これは
福田政権の時に出された政策ですが、これがどのように実践されたか、実
態は不明です。この戦略でも、「雇用が正規か非正規かは問わない」わけ
です。つまり、雇用を新たに創出するといっても、正規で雇用するわけで
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はなくて、非正規でもとりあえず仕事があればいいんだろう、という立て
方に過ぎないということです。
　図３を見ていただきたいのですが、これは2007年の女性と男性の年収の
分布ですが、民間で働く女性労働者の43.7％（769万人）が貧困ラインと
いわれる年収200万円以下です。今は男も「貧困だ、貧困だ」と言ってい
ますが、男性の年収200万円以下は9.6％の264万人ですね。2002年からの
５年間で女性の貧困層が100万人も増大しています。とりわけパート労働
者の多いシングルマザーや、単身高齢女性の貧困化が非常に進んでいると
いう実態があります。

　企業は何を言っているかと言いますと、つい最近、９月30日に、第６回
有期労働契約研究会報告が発表されています。この中で有期契約労働者に
おける業務性質は、「恒常的な業務に従事している」が87.3％もあります。
恒常的な業務であるにもかかわらず、有期なのです。
　有期契約労働者を雇用できなくなった場合の影響は、「事業が成り立た
ない」が53.8％、「深刻な影響があるが事業運営上対応が可能」が28.9％な
のですが、成り立たない理由は、「人件費コストが増大するから」という
のが54.9％、「有期契約で働いている労働者が多く、必要な労働者数を確
保できなくなるから」が44.9％です。
　有期契約労働者割合の傾向が「増えている」が41.6％ですが、「増えて
いる」と回答した事業所のその理由は、「事業活動の波に応じた雇用調整

出所）国税庁；民間給与実態統計調査（2007年）

図３　男女別年収分布
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を円滑に行う必要性が高まっているから」が40.9％、「人件費の削減のた
めに、正社員の数を抑制しているから」が37.2％。要するに、有期で雇う
のが当たり前、次から次に労働者をとっかえひっかえするのが企業経営な
のだと言わんばかりだと思います。非正規の問題については以上ですが、
次に同一価値労働同一報酬のことについてお話しします。

４　同一価値労働同一報酬（ILO100号条約）

　同一価値労働同一報酬はILO100号条約で定められ、日本は1967年に批
准していますが、政府は具体的な取組を行っていません。2008年の男女の
時間当たり賃金比は、男性正規社員100に対して、女性正規社員67.8、女
性パート48.5です（図４）。勤続年数別平均給与はグラフ（図５）の通り
です。同一価値労働同一賃金は、すでに80年代からアメリカ、カナダ、
EU諸国では具体化されてきました。性別職務分離による男女差別だけで
はなく、非正規と正規の賃金格差を是正するために、性に中立な職務評価
制度の確立が重要です。「職務の価値」を数値化する職務評価は、ジェンダー
を問わず、すべての労働者を均等に待遇することを目的としています。職
務評価システムを作ることが政府の喫緊の課題だと思います。

出所）厚労省；賃金構造基本統計調査（2008年）

図４　男性正社員を100とした賃金格差



屋嘉比　ふみ子 57

５　仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し

　仕事と家庭の両立支援と働き方の見直しということで、育児休業取得者
の割合を見ます。女性は一定程度増えて、2007年には89.7％ですが、男性
は1.56％です。EU諸国に比較しても、非常に低く、スウェーデンのLOと
いう労働総同盟では、男性の育児休業取得率30％という目標を立てていま
すが、日本はまだまだ育児はほとんど女性の役割になっています。
　有給休暇の取得日数も8.4日（2004年）で、1955年をピークに年々減少
しています。

出所）厚労省「女性雇用管理基本調査」（2007年度）
注）育児休業取得率＝調査時点までに育児休業を開始した者／調査前年度１年間の出産者数
　　（男性は配偶者の出産）

出所）厚労省；賃金構造基本統計調査（2007年）

図５　勤続年数別平均給与
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６　私たちが望む生き方・働き方

　私たちが望む生き方・働き方はどのようなものか考えたいと思います。
たとえばワーク・ライフ・バランスだとか、ディーセント・ワークだとか、
転換の権利とか、とにかくいろんなことを言うけれど、実際には、賃金の
公平化が大前提だと思うのです。男女の賃金の平等、あるいは正規と非正
規の賃金の公平化が実現しない限りは、ワーク・ライフ・バランスも何も
言葉だけになってしまうわけです。でも、やはり私たちが求めていかなく
てはならないこととして、ここに書き上げました。
　まず、女性の貧困の可視化ということ。これは貧困のジェンダー統計と
か分析とかいうことが必要です。ジェンダー統計に政府は力を入れていま
せん。ただ数字を並べるだけではなくて、「なぜ？」という言葉をいつも
かみしめながら、そういう調査をしなければいけないと思います。
　また、年金や税制度を「性に中立でシングル単位」ということを掲げる
べきだと思います。新政権で多少、主婦優遇政策や配偶者控除とかが考え
直されるという説もありますけれど、早急にやらなければいけないと思い
ます。
　同一価値労働同一賃金の実現は私が主要に取り組んでいる運動のひとつ
ですけれども、ペイ・エクイティ運動を広げ、職務評価制度の実現が必要
です。今日昼間もある大学で議論になりましたが、職務評価制度の確立と
いうことがなかなか一般の労働者に見えてこないということで、もっと
もっと発信していかなくてはいけないと私自身も考え直しています。女性
の仕事が見えていない、見なかった、見ようとしなかった、なかったこと
にされてきたということが、女性の経済的困難、あるいはずっとずっとワー
キング・プアだったということの理由であると思いますので、女性の仕事
あるいは貧困を見えるものにしていかなくてはいけないと思います。
　そして、非正規雇用の拡大の規制と均等待遇です。
　さらに、セーフティネットの拡充ですけれども、これも言葉で言ってし
まったら、「セーフティネットの拡充か」という感じで、余りにも言われ
続けてきたためすごく軽く考えてしまいますが、ほんとうにセーフティ
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ネットの穴は開きっぱなしという感じで、どこからでも転げ落ちるよう
なものになってしまっていますので、何をすれば本当に有効なセーフティ
ネットが実現するのかということをまたみなさんと議論できればと思いま
す。
　ワーク・ライフ・バランスという言葉は政府も使いますが、日本は、
1995年にILO156号条約（家族責任を有する男女労働者の機会および待遇
の均等に関する条約）を批准しています。しかし、実際にはこの条約に反
するような、要するに性別役割分業をいつまでも続けてきて、女性は男に
扶養されるものとして、第３号被保険者制度などを今の今まで続けてきた
ということがありますので、日本政府の156号条約違反をILOに訴えても
いいくらいだと思います。
　あとは、ディーセント・ワークの追求とか、様々な法律の抜本的改正等々
です。
　最後のページに「新政権への要望書」というものを添付しました。これ
は、東京の均等待遇アクション21事務局が議論を積み重ねて、新政権に10
月２日付で提出したものです。新しい大臣や多数の議員の人たちに提出を
していますが、この議論に私も参加をして、みんなで作成しました。これ
は要望書ですので、箇条書きに書いていますが、実際は前文のご挨拶状が
あるのですが、それは省いています。要求したことは、この７項目です。

１．公正で性に中立的な税制・社会保障制度に転換すること。
　　私が先ほどからお話ししたことです。
２．男女及び正規と非正規の雇用均等のために法改正・立法化すること。

　これはたくさんのことがありますけれど、とりわけ私が強調したい
のは、やはり、客観的で性中立的な職務評価制度の確立、それから様々
な法律の改正ですが、有期契約の規制とパートタイムとフルタイムの
転換の権利及び均等待遇の立法化がとても大事だろうと思います。

３．非正規労働者及び再就職のためのセーフティネットの実施。
　すべての労働者の雇用保険への加入、あるいは、最低賃金を全国一
律に1,000円以上に引き上げる、また生活保障付き教育訓練の実施な
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どです。
４．均等待遇実現のための数値目標を示すこと。

　先ほどからお話ししています、男女賃金格差を縮めるために2015年
には正規男性の75％まで引き上げる。これは非正規労働者を含みます。
非正規労働者を含んだら、75％というのは非常に高い目標なのですが、
正規と非正規の均等待遇実現のために要求は高くしています。2020年
には80％にまでの引き上げを要求しています。スウェーデンなどは随
分前から85％ですけれど、それでも女性たちは納得しないということ
で、性別職務分離による15％の男女賃金格差をなくすために運動を続
けています。こういう数値についてみなさんはもちろんご存じかもし
れませんが、一般の労働者は、どれくらい不当に差別されているのか
とか、女性の位置がどの辺にあるのかというようなことを日常的に考
えることがとても少ない。そういうことを考える余裕もないのかもし
れませんけれども。こういう数字をもっともっと出して、マスメディ
アの中でも男女の賃金格差を目に見える形にしていく必要がありま
す。女性パートの賃金が男性正規の48.5％って、なんて低いんだろう、
仕事内容を検証すれば75％でもおかしくないと、女性自身が自覚して
いくことがとても大事だと思うのです。そういう自覚を促すためにも、
職務評価という手法がとても重要であろうかと思います。
　それから、管理職比率、これは７月のCEDAW（女性差別撤廃委員
会）でも問題になっていましたが、この比率を2015年までに15％にす
るよう要求しています。

５．ジェンダーの視点による政策のチェックをおこなうこと。
６．ワーク・ライフ・バランスの実現をめざすこと。
７．国際基準を遵守すること。
　など、多数を要請しています。

　最後に、みなさんのお手元に配布しています薄グリーンのチラシについ
て少し説明させていただきます。「日本初！政府の100号条約違反を、ILO
に申立て」ということで、７月29日に、UPEと商社ウィメンズユニオン
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と全石油昭和シェル労働組合の３つの組合が合同で申立てをしました。こ
の申立てをするにあたって、私たちはユニオン・ペイ・エクイティ、通称
UPE（ウペ）というものを立ち上げました。私が東京に行ってから手が
けた運動のひとつです。ILOに申立てをするのは、個人ではできなくて、
労働組合でないとだめです。申立てをするにあたって、私たちUPEのメ
ンバーがシェル労働組合とか商社ウィメンズユニオンに入ることはできな
いので、何か労働組合というかたちが必要だということになり、運動仲間
と相談をしてUPEを立ち上げました。「UPEなんて知らんぞ」という方に
ご案内ということで、裏側にユニオン・ペイ・エクイティの目的と活動を
書いています。年会費2,000円で、個人加盟の組合ですので、多くの方に
参加していただければと思います。
　ILO憲章24条における申立てという手段があり、日本でも多数の申立て
が既になされていますが、100号条約違反については、実は今まで申し立
てられたことがありませんでした。ということで、日本で初めての試みで
すが、ILOに求める勧告の内容はここに書いてあります（別紙）。私たち
は、もちろんILOの勧告を引き出したいということも目的の一つですけれ
ども、それとともに、このILO100号条約って一体何？というのを、もっ
ともっと社会的に発信していくことも目的にしています。1967年に批准さ
れているにもかかわらず、日常的に労働者が自分で運用することがまった
くなされていない。そのことが問題なのだともっと発信をして、みんなで
自覚をし、ではどのように活用していけばいいのかということが議論にな
れば、ペイ・エクイティ運動も進んでいくと思います。
　11月にILOの理事会があって、そこでこの申立てが受理されるかどうか
が決まり、その後審議に入りますが、約２年間で勧告が出ることになって
います。
　７月にニューヨークでCEDAWの日本レポート審議会があり、私も参加
してきました。このチラシにも「またもや世界に恥をさらした日本政府！」
と書きましたが、CEDAW委員はほんとうに怒りをあらわにしていました。
2003年にも勧告が出ていますが、何一つ改善されていないということで、
CEDAWの委員が本気で怒り、厳しい勧告が出ています。この期に及んで
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新政権は勧告をいつまでも無視するようではいけないということで、私た
ちは、日々慌ただしいのですが、ロビー活動に力を入れていきたいと思っ
ています。
　時間になりましたので、私の話はここで一応終わらせていただきます。
どうもありがとうございました。

―グラフ：均等待遇アクション21・CEDAWレポート―
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